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委託事業

2022年に採択予定の「ポスト2020生物多様性枠組」では、生物多様性の

損失を食いとめ回復に転じさせる（ネイチャーポジティブ）ため、企業活動

における影響評価、情報開示、目標設定等が盛り込まれる見込み。同時に、

ビジネスに生物多様性・自然資本配慮を求める民間ベースでの国際枠組

（TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）やSBTN、ISO・TC331

等）が加速しており、これらに能動的に対処し、我が国企業が国際競争に負

けないための支援が必要。一方で、名古屋議定書に基づき、遺伝資源の持続

可能な利用と衡平な利益配分を引き続き適切に行う必要があることから、以

下の取り組みを実施する。

⚫ ネイチャーポジティブ経済への移行に向けた戦略的検討と、我が国企業

の生物多様性配慮経営支援、生物多様性に関する国際規格の検討

⚫ 遺伝資源の利用と利益配分（ABS)について定めた名古屋議定書の実施

ビジネスにおける生物多様性・自然資本配慮を盛り込んだポスト2020生物多様性枠組やTNFD・ISO等民間ベースの国

際枠組みに我が国として能動的に対応するとともに、各企業の取組を支援します。また、名古屋議定書の実施に向けた

国内制度の適切な構築・運用等を行います。

【令和５年度予算（案） 45百万円（45百万円）】

民間団体等

平成23年度～

環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性主流化室 電話：03-5521-8150
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生物多様性
規格の策定

企業の
情報開示

ポスト枠組

日本の知見や企業の意見をインプット
国際的な議論に貢献
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国際的なルールメイキング

・中央環境審議会
・ネイチャーポジティブ経済研究会
・ISO国内審議委員会 等

環境省主催の検討会

日本企業の
取組支援

• TNFD等国際枠組
に則った情報開
示支援

• サプライチェー
ン全体での負荷
削減

ガイドラインの
策定等を通じて

環境省

提
供
国

報告

国際CH国内情報共有サイト

情報掲載

遺伝資源取得者

適法取得周知

指導
助言

①国際的なルールメイキングへの対応と個別企業の支援

生物多様性と経済に係る国際枠組に関する実施及び交渉支援費

生物多様性とビジネスに関する国際枠組に積極的に対応するとともに、日本企業の取組を支援します。

②名古屋議定書に基づく
ABS指針の適切な運用
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